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ＱＷＬ（労働生活の質的向上、ＤＢ胃］・帛弓・烏冒、口帛の）に関し、何故にカナダを取り上げるのか。理由は単純
である。西側先進国のうちで、最近時点で意欲的な取組みがなされてきたことである。特に、一九八一年にトロント
（１） 
で、この国の人台が推進して「ＱＷＬと八○年代」という国際シンポジウムが開かれたが、これが象徴的である。Ｑ
（２） 
ＷＬの国際シンポジウムは、この前に一回、’九七二年にアメリカで開かれただけである。因みに第一回のＱＷＬシ
ンポジウムは、世界的にＱＷＬへの関心を高める役割を果たしたと言ってよい。七一一年の会合には、理論家やコンサ
ルタントが少数参加したのに対し、トロント国際シンポジウムには、このほか、経営者、政府機関に所属する者、労
働組合リーダー等、約一七○○名が出席し、応用的性格をもつものであった。主催者側は、これをＱＷＬの概念の検
（３） 
計から、実際的適用の段階へ、カナダおよび世界における関心が進展したものと見なした。
し
か
し
、
筆
鬘
こ
れに止らず、トロント圏際シンポジウムは、ＱＷＬ運動ｌ推進蕩ｌの第二段階を代表す
る出来事と考えている。それには、以下のようなＱＷＬの世界的な経過があるからである。すなわち、ＱＷＬが最初
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そ
こ
で
、
第
一
に
、
カ
ナ
ダ
に
お
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て
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Ｗ
Ｌ
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動
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ど
の
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発
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し
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き
た
か
に
つ
い
て
見
て
お
こ
う
。
周
知
の
通
り
、
カ
ナ
ダとアメリカとは、経済・社会分野において密接な関係にあり、特にアメリカ資本がカナダに事業所を持ち、そこに
ア
メ
リ
カ
に
本
拠
を
も
つ
国
際
労
働
組
合
が
支
部
を
お
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て
い
る
こ
と
が
多
い
。
ケ
ベ
ッ
ク
州
を
除
き
、
労
使
関
係
の
基
本
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ｌ
最
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、
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が
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大
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い
る
と
の
意
見
も
あ
る
が
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一
言
っ
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よ
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．
そ
の
よ
う
な
事
情
か
ら
、
ア
メ
リ
カ
内
で
行
な
わ
れ
た
Ｑ
Ｗ
Ｌ
関
連
の
、
経
営
上
、
労
使
関
係
上
の
試
み
が
、
カ
ナ
ダ
で
も
行
な
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
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国
際
シ
（４） 
ンポジゥムの開かれる前の状況を概観したスリニヴアス（【巴丘日晒一一言・の１日ぐ回⑰）の包括的論文においても、労使合
同
委
員
会
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に
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け
る
仕
事
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新
、
半
自
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集
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、
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に広く関心を集めたのは、一九六○年代から七○年代初めにかけて、ヨーロッパ、北アメリカでの経済成長や社会的
変
動
に
伴
い
、
無
断
欠
勤
な
ど
労
豐
場
で
の
諸
閼
題
Ｉ
労
豐
外
艤
蓑
が
発
生
し
、
経
鶯
脅
等
が
こ
れ
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
っ
たことによるところが大きい。これがＱＷＬ運動の第一段階と言えよう。しかし、その後、第一次石油危機をきっか
けとして、世界的不況が継続し、労働疎外症候群の緩和、失業の増大があり、経営者の多くはＱＷＬについての関心
を失った。しかし、公的推進機関、ＩＬＯなどの国際機関等は活動を持続した。｜方、七○年代後半からの新技術の
導
入
、
産
業
の
国
際
競
争
力
低
下
な
ど
か
ら
、
Ｑ
Ｗ
Ｌ
に
そ
の
解
決
を
求
め
る
動
き
が
一
部
の
先
進
諸
国
で
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
これをＱＷＬ運動の第二段階と見なすことができよう。カナダでは、第一段階の活動もあったが、第二段階で公共政
策
と
し
て
も
Ｑ
Ｗ
Ｌ
が
取
り
上
げ
ら
れ
た
。
そ
こ
で
、
カ
ナ
ダ
を
第
二
段
階
の
Ｑ
Ｗ
Ｌ
運
動
に
関
心
を
示
し
た
代
表
的
な
国
の
ひ
と
つ
と
し
て
取
扱
う
こ
と
が
で
き
よ
う
。
仕事関連の直接参加となっている。もっとも、アメリカ資本以外を含めると、カナダにおけるＱＷＬ関連の試みが全
く独自性をもたないわけではなく、スリニヴァスは、労働者重役制をもつ企業が存在すると紹介しているし、他方利
（５） 
潤
分
配
制
が
あ
ま
り
行
な
わ
れ
て
い
な
い
と
の
指
摘
も
あ
る
。
後
述
の
よ
う
に
、
最
近
時
点
で
社
会
・
技
術
シ
ス
テ
ム
論
（
、
Ｃ
Ｑ
。
，
〔の、営已８－の弩⑪厨日のシ己頁・胃戸囚扇）的方式の普及率が高いと推測されることもそのひとつの特徴であろう。
このような多様な試みの時間的推移について、マンセルは、一九七五年前後で区別し、この時期以前には、経営者
主
導
の
も
と
に
行
な
わ
れ
た
職
務
設
計
と
意
思
疎
通
改
善
の
た
め
の
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使
合
同
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会
等
が
中
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な
施
策
で
あ
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た
と
す
る
。
職
務
設
計は、職務交替、職務拡大、職務充実で、経営側の上からの施策として実施され、作業者個人の仕事の改善を目指す
ものであったとする。意思疎通の改善については、六○年代から七○年代に生じていた無断欠勤、品質の低下などの
原
因
が
、
組
織
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
欠
陥
に
よ
る
も
の
と
み
な
し
た
上
、
（
意
思
決
定
の
権
限
の
変
更
を
し
な
い
ま
ま
）
従業員への情報の提供を目指して、事業所レベルの労使が定期的会合をするものがもっとも一般的であった。伝統的
労
使
関
係
の
下
で
は
、
協
約
の
改
訂
交
渉
や
、
苦
情
処
理
以
外
に
は
企
業
、
事
業
所
内
の
定
期
的
接
触
は
な
か
っ
た
か
ら
、
こ
れ
に
よ
り
意思疎通が改善するとみなされた。コミュニケーションの改善では仕事そのものの改善は課題ではなかった。
一方、マンセルは、’九七五年以降は、ＱＷＬをめぐる関係者の関心は参加と組織の有効性にあったとし、その主
な手段としては、｜｜重組織下の参加的業務改善（忌日一一①｜の（『Ｅｎ日『の）と社会・技術システムとしての組織改善をあげ
ている。前者は、労働組合のある事業所では、労働協約関係をそのままとし、それに加えて、日本をモデルとするＱ
Ｃサ１クルや、従業員の任意参加システムを作るものである。自動車産業の従業員参加制の自己一○］の①旨く○一くの曰の貝
（国）は後者の典型的なものである。中央に労使合同の運営委員会がおかれ、その指導調整のもとに職場レベルに任
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四
意参加のグループ（委員会）が、業務の改釜ロを取扱う。詳細については後述する。後者は、半自律的作業集団を職場
レベルの基礎単位とするものであるが、これが機能するためには、経営組織全体として、斉合的、支持的な管理が行
なわれなければならない。マンセルは、基礎単位における革新もさることながら、七○年代後半以降は、個別組織の
有効性、新技術との適合性等の観点から普及が図られたとみなしている。既述の、ＱＷＬの第一段階から第二段階へ
の移行が、以上の推移に対応すると考えられる。なお、マンセルは、多様なＱＷＬ的施策が併存しているが、一九七
五年前後でその焦点である施策が異っていることを主張するものである。包括的、時系列の調査はないが、マンセル
（６） 
はこの分野で調査活動をしてきたから、その見解を受入れて差支ニスあるまい。
七○年代後半にＱＷＬ的施策として上述の二つのものが主流になったとすれば、それは、連邦政府およびオンタリ
オ州政府などの政策的努力が反映したものと言える。これは七○年代前半まで、経営者が独自に、ＱＷＬ的施策を推
進していたのと対照的である。
連邦政府は、その業務内でＱＷＬの実験を行なったほか、’九七七年に労働省に、小規模ながら担当部弓冨
Ｃ冒一ごＣ閉。。鳥目館巨佇目ぐ回。ご）を置き、約一○年間にわたり、民間企業、労働組合等に対して教育・啓蒙・実
験の補助などの施策を行なった。この部の設置に先立ち、石油危機以降を中心とするカナダの社会的・経済的変動に
対応すべく、労使関係、労働環境に関する一連の改善計画が企てられ、その一部として、ＱＷＬセンターを設置する
案が登場」越。そしてカナダ労働総同盟（日の、目且厨ロＦ：○日Ｃ・口腎の閉》ＯＰＯの否定的態度もあり、迂余曲折を
経て小さな担当部が誕生することとなったのであった。ＱＷＬ部は、社会・技術システム論の理論家の一人であるト
リスト（向同】、曰烏（）とも接触をとり、活動を開始した。刊行物および聞き取りによると、当初は特に、ＳＴＳを重
視していたが、必ずしもこれにこだわらず、二重組織下の参加的業務改善なども取り上げてきた。現在、連邦のＱＷ
Ｌプログラムは廃止されてしまっているが、その最後の年私煙、このプログラムの目標が、労使関係の安定化、労働
環境改善による物的ｂ社会的福祉の実現にあること、プログラムが必要とされた背景には仕事に関連した諸問題（例
えば、低い経済成長率、国際競争力の喪失、新技術、欠勤）があること、これを克服するためには、協力と責任の共
（９） 
同分担にもと。つく新しいアプローチが必要であるとしている。このプログラムは、勧奨、教育を中心としたものであ
ったが、一九八一年から五年間にわたり予算の増額があり、ＱＷＬプロジェクト、セミナー等の補助も行なわれた。
ＱＷＬ部では、一一ニースレター（Ｃ§畳）ミヨ恵爵愚ト鴬下上意、冒貫冒苫ｍ８蔦）を発行して、関係事項の解説や紹
介、ニュース、会議等の記事を掲げ、ＱＷＬに関する関心を高め、情報を提供する役割を果した。またＱＷＬプロ
ジェクトの事例や主要問題について担当数の出版物を発行した。これらの刊行物は、カナダにおけるＱＷＬをめぐる
諸問題や事例を知る上で便利な資料となっている。
このように、経済政策的、労使関係政策的動機にもとづく連邦のＱＷＬプログラムは、法律上の根拠のない指導行
政であったこともあり、財政緊縮を公式上の理由として一九八六年一一一月をもって終了することとなった。
カナダで近代産業が最も集積しているオンタリオ州では、公的なＱＷＬ推進機関として、オンタリオＱＷＬセンタ
１（○ご国風。Ｃ目』身・玲三Ｃ鼻旨砲口、のＣの貝『の）が、州労働省内の機構として一九七八年末から活動している。カナ
ダにおいては、主要産業は州の管轄下にあり、産業や労働の問題についての、州レベルの行政は当然影響力が大きい。
オンタリオＱｗＬセンター設置の契機となったのは、州労働大臣によって設置された、ＱＷＬに関する労使諮問委員
会の七八年一月の勧告である。この勧告は、ＱＷＬの実験を奨励することが労使の利益になるとし、そのための機関
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一ハ
を設置すべきだとした。この勧止ロのなかで、ＱｗＬプロジェクトが成功するためには、労働環境と仕事の改善を行う
（皿）
ことが必要で、生産性向上、利潤の増大は結果としてのみ期待されるべき｝であると明確に述べている。この優先順位
はカナダ全体および州の労働組合が、全体としては使用者に対して対抗的態度を貫いてきたことの反映である。
オンタリオＱＷＬセンターは、諮問委員会を改組した労働次官を議長とする労使合同の助言委員会（○日日】・Ｃｇ－
】ｑ・自己・鳥冒、巨庁少号］⑪Ｃｑｎ・ロ］目貫の①）のもとで、バイナム（出自のぐ自国の一目日）を事務局長に迎えて発足し
（、）
た。バィナムは、ＳＴＳの推進者の一人であり、また、ＱＷＬ－と職場における直接民主主義と規定している。センタ
１の活動もバィナムの考え方に従い、ＳＴＳの普及を中心課題としてきた。この点は連邦のＱＷＬ部が他のＱＷＬ的
方法にも関心を示したとの対照的である。もっとも、ＳＴＳの持続、普及の困難さとも関連して、最近団体交渉との
統合、安全健康問題への応用などを目指してい（準・
センターの活動は、相談、個別プロジェクトに対するコンサルタント・サービス、教育、情報提供などである。コ
ンサルタント業務を重視し、プロジェクトに対する財政援助は行なっていない。情報提供活動は、連邦のものと同様
で
あ
る
が
、
州
以
外
に
対
し
て
も
サ
ー
ビ
ス
し
て
き
た
。
センターは設立当初、活発に活動し、ＱＷＬの考え方の普及に貢献したが、個別プロジェクトの持続、普及は容易
でなく、また時間を要する一方、労働組合中央幹部の支持が得難くなるなど困難に当面している。労働組合運動の主
流は、もともとＱＷＬに対して懐疑的であったため、センターは未組織事業所でのコンサルタント活動は控えてきた。
しかし、労働組合に近い学者等のＱＷＬ批判の影響が強まったことも影響し、また、当時の州政府と公務員組合の対
立も反映して、オンタリオ労働総同盟（○口国Ｈ】・句８円目目。、伊呂・貝）は一九八四年にＱＷＬボイコットの決議を
行なった。ＱｗＬ助言委員会も、職務レベルの事項よりは、産業、社会レベルの事項に関心を移し、一九八四年に名
称も変更された（○口国風・ぽす○日旨四目砲の日の日切目＆ｇｏロロ）。このように、設立当初に比較し、最近、センター
のおかれている環境は厳しいものとなっている。もっとも、カナダ全体の労働運動としては、対抗的労使関係のみで
は、この国の当面するマクロ経済的諸問題に対応できないとの認識から、新たな協議の場として、カナダ労働市場。
生産性センター（島のｇ目昌自匠ケ○日冨日丙の《目□勺『。：日くど●のごロ、》Ｏ旧旨弔Ｏ）が設けられている。使用者側
も協議の必要を認識している。センターの活動によっては、ＱＷＬに適合的な社会的環境の形成される可能性、およ
びＱＷＬ問題を直接取扱ってゆく可能性もある。これはオンタリオにも影響するであろう。
オンタリオ以外の州でもケベック、マニトバでＱＷＬ推進の公共政策がとられた。また、ＱｗＬの考え方の普及に
ついて公的推進機関以外の役割も見逃せない。大学研究所などが、それぞれの地域で、独自に、連邦の援助を得て、
又はオンタリオ・センターと共催でセミナーを開いて啓蒙宣伝にあたり、また、ＱＷＬのコンサルタントも活動して
きた。一九八一年のトロント国際シンポジウムに続き、これらの推進者のネットワーク化のため、カナダ労働生活協
議会（弓冨Ｃ目四曰目ＤＣ目Ｑ一○ロゴ・円冨口晦口【の）が設けられ活動を持続している。この協議会の名称は、労働組合
の反対を考慮してＣ口昌身の文字を欠き、活動範囲もやや広い。
前述の一一つの公的推進機関の宣伝もあり、カナダにおいては、アメリカに比較して、仕事の革新に関しては、ＳＴ
Ｓの比率がやや高いと推測される。部分的ながら、これを実証する資料として、ウエスターン・オンタリオ大学経営
学院編の国際生産性センター案内二九八四’五年）によれば、アメリカにおいて、センター数四五（うちＱＷＬを
扱うもの－二、ＳＴＳを扱うもの－四、労使協力を扱うもの―一一一）に対し、カナダでは、それぞれ一一（七、八、
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七
連邦のＱＷＬ部の責任者を務めたことのあるラロー（の①温のＰ日の：）は、一九六○年代に社会一般に自己表現を容
認するようになったが、やがて人とは組織において自己実現を求めるようになり、組織が変わる必要が生じたと述べ
（Ｍ） 
ている。また、バイナムは、一九七二年の国際会議でＱＷＬという語を用いて運動が始まったのは誤りで、仕事の民
（脂）
主化と定義すぺきであったとしている。因みにパイナムはオランダ人で、ＳＴＳの考え方がヨーロッパ的産業民主主
点を示しておく。
１
組
織
と
個
人
の
基
本
関
係
第一の組織と個人の基本関係とその変化とは、一定の価値的視点に基いて事実を分析し、仕事、組織、個人の現状
や傾向に問題を指摘するものである。ＱＷＬ運動の第一段階以来の基本的な問題意識と言える。個人と仕事、組織の
あるべき関係は、ＱＷＬの概念そのもの言ってよい。ここでは、ＱＷＬ関係の諸文書から代表的と思われる三つの視
この国のＱＷＬ関係の文献によれば、何故にＱＷＬが必要なのか、あるいは、ＱＷＬ導入が試みられるに至ったの
かについて多様な論議が展開されている。前節では、連邦およびオンタリオ州について、ＱＷＬ推進機関設置理由を
紹介した。多様な論点は、第一に組織と個人の基本的関係とその変化に関するもの、第二に経済、労使関係などの個
別
組
織
外
の
環
境
条
件
の
変
化
に
関
す
る
も
の
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
七
、‐＝
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
となってＬ墾・
二
背
景
の
認
識
八
以上、自己実現、民主主義、仕事と生活の調和があるべき個人と組織との関係と考えるものである。これらの価値
的立場は排他的であるよりは補完的であり、仕事・組織における「人間的」価値の実現を目指すといえる。「人間
的」は行動科学と西欧社会におけるもので、カナダ固有のものとは言えない。
さて、右のような個人と仕事、組織関係の見方に立つとき、経営組織の通常の形態であるテイラー・システムと官
僚制が問題となる。カナダのＱＷＬに関する論議においても同様であった。例えば、連邦ＱＷＬ部編の論文集で、ハ
、
、
ロルドｂウィルソン（屈閂。一旦ゴー］の。ｐ）は、現行組織は権力により、人々を統制するもので、規則で規律し従業員に
、
、
対して情報の提供を制限しているが、二」れらを転換して権威による関係とし、人ではなく職務を統制すべきであると
（肥）
している。また、エア・カナダの内部コンサルタントで連邦ＱＷＬ部に出向していたジョンストン（ｎ回【一℃．
］Ｃ目の８口）等も、ＱＷＬと科学的管理法を対比している。これは、ＱＷＬの論議では常套的なものであるが、実際経
験にもとづき、かつ、半ば公的な文書に表明されたものであるから紹介に値しよう。すなわち、大部分の組織の基準
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
九
義の一環としての職場レベルの参加の意義を持つととらえている。しかし、北アメリカでは一般に政治的、法律的に
参加をとらえるよりは、心理的・社会的に把握する者が多い。ＱＷＬの方法が行動科学などに基礎をおいてきたこと
と見合うものである。カナダで相対的独自な文化圏を形成するケベックでは、生活との関連が重視されているようで
（肥）
ある。組織と個人の関係を拡大し社会一般を視野に入れた構想を、カヌンゴ（内：旨Ｑ３ｚ・【四コ目胸。）等が示してい
る。これは、個人の社会への統合から個人の形成する社会への動向があり、この流れのなかで、組織における権威の
否定と参加要求が起こるとみなしている。この広い観点では、仕事と個人生活の間、生活全体と社会の間の調整が課
題となる。
以上、自己実現、
〆戸、
１７ 
、-プ
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
一○
となってきた科学的管理法は、①最大限の専門化と反復性、②労働者の責任、権威、意思決定権限の最小化、③訓練
と能力開発の最小限化－－－労働者は生産過程にほとんど支障をもたらさずに職務を巷りうる、④管理者と監督者のみ
による管理と創造的貢献の四つの原則をもっている。ここから次のような事態を伴う。㈹技術的能率をもっぱら考慮
し、人間を置換しうる部品と見なす職務設計が専門家によってなされる。回システムを維持するため、また人間が機
械又は作業過程の要請に合致するよう、詳細な監督が行なわれる。㈹賃金、脅迫、厳格な人事規律などの外的動機づ
け、すなわち命令的、トップ・ダウンのリーダーシップが行なわれる。
｜方、ＱＷＬにおける職務は、Ⅲ労働者が仕事において、問題を解決し、意思決定を行いうるような、挑戦のしが
いのあるものであり（前記②④いと対照）、②現在の知識と技能を発展させ学習する機会を伴うものであり（③と対
照）、③変化に富み、興味を持ちうるものであり（①いと対照）、側作業を組織の目標と関連づけることが出来、従っ
て組織および社会において尊厳と誇りをもちうること（④㈹と対照）、⑤労働者が共通目標のため働いているチーム
の一員であるという帰属感をもちうること（④㈹回と対照）、⑥全体のキャリアの一部であり現在の活動と努力が望
（旧）
ましい将来に連るとみなし得ること（③と対照）、が必要であるとする。以上の対比は、一定の人間的価値実現のた
め、現状の仕事、組織には問題があるとするものである。
次に組織と関わる個人について、その態度、価値観、行動についての各種の論議があった。ＱＷＬの推進者は、こ
れらについて新しい事態が展開していると指摘し、ＱＷＬの必要性の根拠とした。．もっとも、これに対する反論もあ
り、合意は得られていない。このことと関連して重要なのは、一九七四年に労働力・移民省（Ｃ８閏（日の貝。、
三［自己・肴の『目・盲目四目・ロ）の調査グループが実施した、意識調査で延裂・この調査の問題意識は、良好な経済
環境のもとでも高率の失業率が記録されていたが、その原因として、第一にカナダ人の労働倫理の衰退により、仕事
に就くよりは社会保障給付に依存するといった傾向が出ているのではないか、第二に、職務に関する不満から労働者
が仕事に就くことを好まないのではないかという、仮説が妥当するか否か検証することにあった。この仮説は、社会
評論家が当時主張していたもので、第一の仮説は労働者の側に、第二の仮説はどちらかと言えば仕事の側に高失業の
原因を求めようとするものであるが、労働者の仕事に関する態度にも関わっている。こうして、労働倫理に関するも
の、および職務満足に関するものの一一つの大規模な面接調査が実施された。調査グループの報告によれば、総括的に
は前記の一一仮説はいずれも否定された。すなわち労働倫理については、種々の設問に関して、常識的に労働倫理と考
えられた労働者の態度に変化がないと解釈された。例えば、仕事が生活上の中心関心事であること、止むを得ずにで
はなく好んで仕事を行なっていること、業務を完結するため無償で残業することがあると答えた者が半数に及ぶこと、
社会保障給付を受けるか、最低賃金の仕事をするかの選択で後者を選択する者が多いこと等々の結果がこの判断を基
礎づける。しかし、職務満足に関する調査では、総括して満足感が表明されているものの、若年層等について、不満
や問題点の存在することも指摘されている。従ってこの問題点を強調し、特に若者の期待に沿うような仕事の改善が
必要であるとする説の論拠ともなっ題・実際、調査報告書によれば、年齢階級別の集計結果において「あなたの職務
が要求する以上にあなたは能力をもっていると思いますか」の問に肯定に答えた者の割合は、一六’一九歳で八一一％、
’’○’三四歳で七一’七一一％、五五歳以上で四九％となっており、能力を活かし切っていないとの意識が広く持たれ
ていた。また、’六’一九歳層では三分の一以上の者が望んでいたような職についていないと答えている。しかし、
北アメリカの労働市場では、若年労働者が、仕事を転々と巷りっっ次第に職種、職場を定めてゆく傾向は伝統的なも
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第１表職務に関する意識(就業者） (％） 
MBursteinetaI.,Ｑｚ““〃１１/b淡’/iT伽es(Ｏｔｔａｗａ：DepartmentofManpowerand
lmmigration,1975） 
第２表新しい仕事を考える際、最も重要な要素（就業者）（％）
出所：前表と同じ
合計 強く同意
まあ
同意
少し
不同意
強く
不同意
金銭
｢私は1時間３５カナダドル以下では働かない」
｢1時間７カナダドル以上ならどんな仕耶でもよい」
作業条件
｢物的条件が私の必要に合わなければ働かない」
満足できる職務
｢何かの点で楽しめる仕事しかやらない」
使用者一従業員関係
｢どなる監督者のもとでは働けない」
｢常時監視されている職務では働きたくない」
｢私を人間と思わない監督者のもとでは働けない」
100 
100 
lOO 
lOO 
100 
100 
100 ５００２１８７ ３２２２５３５ ７３０００４３ １１３３２２２ ９９４６６１２ ２２３３１２１ ０８６２３７８ ２３１１１１ 
16～19歳 20～24歳 45～54歳
計 100 100 100 
より高い賃金
興味ある仕事
昇進
能力を活かすこと
達成感
よりよい利益
安定
速度を統制しうること
２１１０ ２２２２ 
８４３３ ８１２６３１７３ ２１２１１ １ ４ ８８７ １ １ ６ ３ １ ６ 
のであり、これを正常とみなせば、右の結果は正常であるかも知れず、評価は困難である。
この調査は、ＱＷＬを推進しようとする者にとって有益な情報を提供しているように思われる。第一に、条件が許
せば仕事を選り好みする傾向があることを自認する者が多いが、低い賃金の仕事では働かないとする者が相当数ある
一方、賃金が高いだけでは満足しない者も担当数あること、監督者との関係において尊厳を害するような仕事を拒否
する傾向が強いこと（第一表）、第二に、仕事からどのようなことを期待するかについての三四項目の評点づけで、
「仕事が面白いこと」「十分な情報が与えられること」「十分な権限のあること」「能力を伸ばす機会があること」等が
最上位にあり、「賃金がよいこと」「付加給付がよいこと」などの物的条件より遇かに優位にあった。第三に、鉱山、
組立ライン、事務（男子）、工場労働は魅力的でないとする答が圧倒的に多かった。第四に、新しい仕事を選択する
際に最も重視する要素として、一六’一九歳層では「より高い賃金」「興味ある仕事」「昇進」「能力を活かすこと」
が
ほ
ぼ
同
じ
割
合
で
あ
っ
た
。
も
っ
と
も
年
齢
が
進
む
と
と
も
に
「
よ
り
高
い
賃
金
」
の
重
要
性
が
増
し
て
い
る
（
第
二
表
）
。
以
上
は
、
所得等の伝統的労働条件の重要性が、一定の場合認められている一方、仕事そのものへの関心が強く表明されている
と解釈される。なお、回答者が重要度をおいている要素の評価値と実際についている仕事におけるその要素の評価値
とは「昇進」についてもっとも差異が大きかった。仕事において望ましい将来が期待できることは、ＱＷＬ論におい
て好ましい職務特性とみなされてきたから、この結果も、ＱＷＬ推進を必要とする根拠となり得たであろう。
この調査は、カナダにおけるこの主題についての初めての本格的なものと言えるが、意識調査一般に不可避な制約
もあり、結果の解釈も困難であった。制約としては、個人のライフ・ステージや状況に応じ、仕事のもつ意味が変化
す
る
、
意
識
調
査
の
結
果
と
個
人
の
行
動
と
は
必
ず
し
も
結
び
つ
か
な
い
な
ど
の
ほ
か
、
一
時
点
で
仕
事
が
挑
戦
し
が
い
が
あ
る
も
の
で
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
一一一
２
基
本
経
済
指
標
と
労
使
関
係
前節で、連邦労働省がＱＷＬ推進を開始した際、当時の社会的・経済的背景が考慮されたと述べた。これは、より
具体的には、カナダのマクロ経済の基本指標が悪化し、また労働争議に代表される労使関係についても国際比較上問
題があるとみられたことである。このため連邦政府は、経済・労使関係政策的な観点から、対処を迫られていた。七
○年代半ばから八○年代初めを中心に、関連指標を見ておく。
このように意識調査の政策的含意はあいまいであったが、ＱＷＬ運動の担い手の一部は、労働者は一般に仕事への
（瓢）
参加の意欲を顕在的・潜在的にもっていると前提して、処方菱を書いている。他方、ＣＬＣや、使用者の大多数は、
労働者の仕事に関する欲求は強くないとか、第三者の創作であるとして、伝統的政策を維持」罐・全体としては、後
者の立場をとる者が多かったと考えられる。ＱＷＬ推進者たちは、右のような前提に立ったが、ＱＷＬプロジェクト
を開始すると、参加の意欲を欠く人々の存在、その他、意識と態度の多様性という難問に当面し、実際的な対応を迫
られた。例えば、連邦ＱＷＬ部のために入門セミナーのテキストを作成したフルストｅ凋司日の［）等は、個人レベ
グ
（駒）
ルでなく共通目的をもつグループの動機づけの問題として把握することが必要だとしている。二重組織による業務参
加では、反対に、自由参加の方針がとられ、この問題を回避してきた。
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一四
も能力が高まれば不満足となる、客観的条件が個人にとって好ましいものでないとき、その個人は各種の行動（例え
（型）
ぱ、要求実現洋一あきらめる、逃避する、闘う）身一とる、未経験の客観的条件について意見を表明できない、との指摘
（配）
‘もなされた。
カナダ経済は、比較的大きな変動を記録しつつも、六○年代はかなりに高い成長を遂げた。しかし、第一次石油危
機以降、世界的景気停滞の中で低成長となり、スタグフレーション状況が顕著となった。アダムスの整理した計数に
よ拠鍾、一九七四’八二年のカナダの経済成長率は主要七カ国（Ｇ７構成国）と同程度の年率一一・一％で、率として
は相当に低かった。もっともアメリカを○・一一ポイント上回った。雇用の増大も同じく一一・一％であり、これはセヵ
圏
の
一
一
倍
以
上
で
あ
っ
た
．
雇
用
増
大
に
関
す
る
限
り
好
成
績
と
言
え
よ
う
．
し
か
し
、
議
力
人
口
の
増
加
ｌ
婦
人
の
進
出
ベ
ピ
ー
プ
ー
ム
の
影
響
な
ど
に
よ
る
ｌ
で
失
業
率
は
一
厨
く
七
・
七
％
一
七
カ
国
五
・
七
％
）
で
あ
っ
た
．
震
た
、
消
費
嘉
鯉
年
率
九
％
の
増
大
で
、
高
率
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
、
七
カ
国
並
み
で
あ
っ
た
。
以
上
の
指
標
か
ら
主
な
先
進
諸
国
と
同
様
な
ス
タ
グ
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
の傾向があり、特に失業率が高いという特徴があったこととなる。失業について言えば、カナダは地理的条件で季節
的
失
業
が
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
石
油
危
機
以
前
か
ら
失
業
率
が
高
か
っ
た
。
ま
た
、
広
大
な
地
域
の
た
め
、
地
域
間
の
資
本
。
労
働
力
の
移
動
が
限
ら
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
東
部
諸
州
お
よ
び
西
部
の
プ
リ
テ
ィ
シ
ュ
・
コ
ロ
ン
ビ
ア
で
失
業
率
が
著
し
く
高
く
、
国
全
体
と
し
て
構
造
的
に
失
業
率
が
高
く
な
る
傾
向
が
あ
っ
た
。
雇
用
の
増
加
率
が
大
き
か
っ
た
こ
と
は
好
ま
し
い
に
違
い
な
い
が
、
実
質
経
済
成長率並みで、一人当り生産性は停滞した。他方、一九七四’八二年にドイツ、フランスの生産性の伸びは各年率
一一・’一一％、日本は三・’一％であると算定されている。このことはカナダ産業の国際競争力の喪失の原因とみなされた。
第一次石油危機後、困難を加えたカナダ経済は、第二次石油危機により大きな打撃をうけ、八一’八二年には特に一
九三○年以来というマイナス成長を記録した。また、この時期前後に、日本およびアジア新興国からの輸入が増大し、
産業の国際競争力低下が問題となった。これと関連し、新技術の円滑な導入も課題となった。マクロ経済の悪化およ
び、産業の衰退で、失業率も、八二’八五年について一○％を超えた。
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一五
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スタグフレーションの原因としてしばしば指摘されたこととして、この国でも労働組合の闘争による、賃金コスト
の上昇があった。もちろん、需要側要因も無視されたわけではないことは、所得政策が需要面に対する対策を随伴し
ていたことからも窺われる。組織労働者も賃上げが物価上昇の原因であるとする見解に強く反対してきた。この国に
おいては、一九六○年代の物価はおおむね安定していたと言えるが、六八・九年頃騰勢が強まり、六九’七○年には、
ガイドライン設定による所得政策が試みられた。第一次石油危機後は、七五年一○月に賃金規制を含む価格・所得政
策が採用されている。しかし、その効果は一時的なものに止まり、高率の物価上昇が続いた。第三次の所得政策は公
務員の賃金抑制を中心に一九八一一’八四年に実施された。政府は第一一次、第三次の所得政策では、対象範囲の広狭は
あったが、自由な団体交渉を制限し、組織労働者の賃上げ要求を抑制した。
先進国の労働組合の組織率は、七○年代以降の経済的困難のもとで、若干の国で低下し、これは労働組合の交渉力、
影響力の後退と一体の現象とみなされることが多い。アメリカでも組織率が低下したが、カナダではむしろ増大して
い
る
。
労
働
者
中
組
合
員
の
比
率
は
、
ア
メ
リ
カ
で
、
一
九
六
一
年
の
三
○
・
一
一
％
か
ら
八
○
年
の
二
四
・
七
％
に
低
下
し
て
い
る
の
に
（濁）
対して、カナダでは、二九・五％から三五・’一一％（’九八一年）に増大している。アダムスの統計でも、アメリカで
の一貫した組織率の低下、カナダでは六○年代半ばから七○年代を通じてかなりの増大がみられる。
カナダの労働組合は、六○年代半ばまでに比較し、ストライキに訴えて団体交渉を行なう傾向を強め、戦闘性を発
揮するようになった。一九七一’八一年に従業員一○○○人当りのストライキによる労働損失日数は、アダムスの整
理
で
イ
タ
リ
ア
一
一
九
九
日
、
カ
ナ
ダ
九
○
六
日
、
イ
ギ
リ
ス
五
五
一
日
、
ア
メ
リ
カ
四
四
二
日
、
日
本
一
一
六
日
な
ど
と
な
っ
て
お
り
、
もっとも高い国のひとつであっ趣・’九七六’八一年平均では、組織労働者当りの労働損失日数が、カナダが先進一
（釦）
一カ国中‐、最も多かった。従って、ＱＷＬを連邦やオンタリオ州が推進し始めた時期には、労使関係の安定化が緊急
性ある課題となっていたと言える。なお、八一’八一一年の不況後、労働組合の態度はナショナル・センター。レベル
ではやや緩和して、労使協力を必ずしも否定しないものとなっている。実際の争議件数や損失日数は、もちろん年に
よって大きく変動するが、八○年代を経過するとともに、それ以前に比較し争議は鎮静化している。
カナダの労使関係は、アメリカと同様に基本的には事業所レベルの対抗的団体交渉を中心とするものである。その
矛盾が認められた際に登場したＱＷＬに関する公共政策は、対抗的労使関係を協力的にする、またはそのような要素
を加味することを目指したものであると言える。なお、連邦政府はＱＷＬのみでなく、労働者の権利を拡大する立法
措置も同時に考慮して労使関係の変更に期待したのであった。
個人と仕事・組織に関するＱＷＬの基本視角、人間的価値の実現については、一丁に述べたが、第二段階のＱＷＬ
運動では社会経済的関連が問題とされたため、組織として、作業システムとともに経営システムに関心が向けられる
ようになった。また一では、オンタリオＱＷＬセンターの運営に関し、組織より個人を優先する方針がとられたと述
べた。しかし、ＱＷＬにおいては通常は、労働者または従業員の努力目的（ぬ。巴）と組織の目的が一致すると説かれ
ることが多い。これは、組織に関するパーナード（ｎ房の【のＨ国閂目己）的図式に基くものと考えられる。この図式に
おいては組織の有効性すなわち目的達成には、個人が組織の権威を受容することが必要であり、また、個人は独自の
目的に向けた動機を実現しようとして行動する。
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
Ｑ
ｗ
Ｌ
の
展
開
と
特
質
（
上
）
’七
三
基
本
概
念
と
そ
の
含
意
１
実
践
的
ア
プ
ロ
ー
チ
第一のアプローチは、一定の価値的選択にもとづき、政策の方向づけをもつが、概念を明確化するなどの理論化に
あまり興味を示さないものである。連邦政府のＱＷＬ部やコンサルタントの多くの人為がこれに含まれよう。両主体
は、その性格上、実効ある方法を見出し、普及すれば足りるのでこのような実践的態度が現われる。ジョンストン等
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
一八
組織の目的と個人の目的の適合した状態ｌＱＷＬの実現ｌにおいては、経営と従業員の双方が利益を鬘できる
が、そうであれば、ＱＷＬという新分野に関しては集団的労働関係としても労使協力が可能であるとみなされる。例
えばジョンストン等は、連邦ＱＷＬ部の前掲文書で、ＳＴＳを想定しつつ、オープン・システムとして環境条件に対
応して変化しなければならない組織の技術的、経済的必要と従業員の必要とが同時に実現されることが望ましく、こ
（釦）
れは、労使関係における新しい協力関係の形成と不可分であると論じている。
個人と組織の目的の同時実現、およびこれと関連する労使協力の可能性は、最近のカナダＱＷＬ運動に共通した考
え方である。しかし、カナダのＱＷＬ運動に関連して公にされた文書で実際の仕事・組織の革新に影響をもってい
ると思われるものを検討すると、その中に三ないし四の立場を識別することができる。一一一つの実践的立場では、ＱＷ
Ｌについて、漠然としたものであれ基本概念ないし基本的アプローチをもち、またそれを具体化する方法を備えてい
る。四つとも広い社会的影響や関連を考慮するものとなっている。以下、それぞれの立場と含意するところを述べる。
このうち、１１３は実践されてきたが、４は未だそうではない。また、２のＳＴＳ派の考え方は包括的で、他の考え
方
と
共
通
す
る
と
こ
ろ
が
多
い
。
し
か
し
、
差
異
も
あ
る
。
部コンサ・
ってきた。
陸ＱＷＬの正確な定義は困難だとした上で、①仕事や作業組織の性格ないし特質が、人間的価値を実現するもので
あり、②そのための組織変更が民主的に行なわれ、③その結果として組織の有効性と個人の職務満足が実現されると
（犯）
いう、関連ある三つの側面を備えるものとしてＱＷＬを規定したと解釈される。ジョンストンは、エア・カナダの内
部コンサルタントとしては、ＳＴＳに限らず現場からの申し出によりＥＩに属すると言える各種の仕事の革新を取扱
このような実践的立場は七一一年のＱＷＬ国際会議以前からのＱＷＬ運動のリーダーの一人であるウォルトン
（国、冨己向．三四］８■）に代表されよう。彼は、ハーバード・ビジネス・スクールの教授でもあり、ＱＷＬの代表例
とされるゼネラル・フーズ・卜・ヘカエ場をはじめとするコンサルタントとしての豊富な経験を持つ人物で、その著述
を通じカナダのＱｗＬ運動にも影響力をもっている。ウォルトンは、’九八五年「職場における統制（ＤＣ員８－）か
（麹）
らコミットメント（８亘日昇日の貝）へ」という論文を書いたが、コミットメントは、カナダのＱＷＬ推進者が最近好
（鍵）
んで用いている用語である。このコミットメントは、仕事の革新に止まらず、管理の性格を経営者による統制から雇
用を保障された従業員の参加と調整に代えようとするものである。社会経済的背景との関連が問題とされている第二
段階のＱＷＬに適合した用語とみなされていると言えよう。
さて、統制と対比されるコミットメントであるが、人的資源管理におけるテイラー主義に対比される前出の意味で
の「人間」主義というべきものである。ウォルトンは、中間に移行モデルを置きつつ、統制モデルとコミットメン
ト・モデルにつき次の対比を行なっている。
①職務設計の原則〔個人が個別職務を実施するに当り職務のみに注意する↓個人の責任はシステムの業緬を向
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
Ｑ
Ｗ
Ｌ
の
展
開
と
特
質
（
上
）
一九
カナダにおけるＱｗＬの展開と特質（上）
二○
上することに拡大する〕〔職務の設計により技能低下、仕事の細分化、計画と執行の分離を生じる↓職務の
設計により仕事の内容は高まる、まとまりある仕事となり、計画と執行が結合される〕〔主として個人が責
任をもつ↓しばしばチームが基本的責任単位となる〕〔職務の定義は固定↓責務の弾力的定義。条件が変化
すれば責務は変わる〕
②業績に関する期待〔壁的尺度で最低（個人）業績を定義、安定が望ましい↓より高い背伸びした目標を強調、
そ
れ
は
、
動
的
で
市
場
と
関
連
す
る
〕
③経営組織（構造、システム、スタイル）〔構造は層をなしトップ・ダウンの統制↓平たい組織構造でシステム
が互いに影響し合う〕〔規制と手順による調整と統制↓目的、価値および伝統をより多く共有することによ
る調整と統制〕〔特権と地位による権限を強調↓経営における問題解決、関連情報の供与と専門知識を強調〕
〔ステイタス・シンボルが階層序列を強める↓最小限の身分差により内在する階層序列を緩和する〕
④報酬に関する政策〔個人に刺激を与えるよう可能なら変動的賃金とする↓公正化および集団の成果を強化す
るように変動する報酬、収益。利潤分配制〕〔職務評価に結びついた個人別賃金↓技能と熟達にリンクした
個人別賃金〕〔企業業績悪化の際賃金の削減が労働者に集中↓犠牲の均等〕
⑤雇用の保障〔従業員は可変費用とみなされる↓参加による職務の喪失はない。高度コミットメントで再雇用
の要をなくす。現存労働力の訓練と再訓練を優先する〕
⑥従業員の発言権に関する政策〔狭い主題に限定される。随伴する危険が強調される。オープン・ドア政策、
態度調査、苦情処理手続、場合により団体交渉が用いられる↓広範囲の問題に従業員参加が奨励される。随
伴する利益が強調される。企業管理についての新しい考え方〕〔「知る必要がある」限定されたことにつき業
務情報を伝達↓業務データが広く共有される〕
⑦集団的労使関係〔対抗的労使関係、利益対立を強調↓労働関係における相互利益、広い主題について合同し
て計画と問題解決。労働組合、経営者、労働者がそれぞれの役割を規定し直す〕
以上の対比表をみると、第一に仕事の革新から経営組織全体の仕事と従業員の管理に視野が拡大していること、こ
れと関連し、従業員は企業ないし事業所全体の状況について知織をもち、自らの関心から問題解決にあたる小経営者
となっていることが特徴である。第二にコミットメント・モデルにおける人間盗源管理は日本の中堅以上の管理と類
似していることである。もっとも、一致しないところがある。雇用保障について、北アメリカでは経済的環境から実
態として日本ほど徹底できないこと、そして、労働組合と経営者の間の相互的独立性である。北アメリカでは、労使
間の対抗関係が伝統として確立しており、その基礎に立って、相互に利益または共通の不利益を認めて行こうとする
ウオルトンの実践的立場は、この論文の場合、一一つのモデルの間に移行モデルをおいていることにみられる。具体
的にはＥＩなどのグループによる問題解決が考慮されている。これと関係し、移行モデルは参加によって雇用が削減
されない保障、労使共同による支持などの点が、統制モーテルと異っている。移行にあたっては、職務の範囲を、従業
員の状況に応じた適切なものとしてゆくこと、個別の技法の適用にとどまらず、関連した管理にも基本的方針を及ぼ
してゆくことなどの実践的助一一言を行なっており、職場の九催に応じた漸進的な改善を提唱している。ＳＴＳ派の人点
と異り、ウオルトンは、ＥＩなどの方法によって、職場の文化を変更しようとしており、これを、コミットメント・
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
一一一
（鋼）
ｊｂのである。
トリストは、オンタリオＱＷＬセンターの文書として、’九八一年に『ソシオ・テクーーカル・システムズの進展』
と題する論文を書いてい（蕊。これは、ＳＴＳ派の考え方の展開を、その中心にあった彼が要領よくまとめている。こ
の論文は、表題のごとく、また、この派の生物学的、進化論的な態度に相応しく、ＳＴＳ派の考え方の進展をたどっ
ている。論文の構成は、歴史的背景に続き、作業組織、組織全体、社会レベルとその思考の適用範囲が拡大している。
作業組織の変更は、当然にこれを部分とする組織全体と関係を保つのであるから、初期から組織全体についての考察
を伴ったが、関係の諸論文は七○年代半ば頃から後のものが多い。社会レベルについても同様である。これは、次第
２
社
会
・
技
術
シ
ス
テ
ム
論
カナダにおいて、連邦およびオンタリオ州がＱＷＬの啓蒙普及を関始した際は、かってロンドンのタピストック人
間関係研究所（弓口ぐ】ｍ８ｃ穴冒の骨員の。馬国巨日：幻の一目○口の）に拠ってオープン・社会・技術システム理論の形成に寄
与した、トリスト（陣】、弓『一の〔）が招かれ、協力した。また、オンタリオＱＷＬセンターの事務局長バイナムは、Ｑ
ＷＬの実践を指導する中心人物である。彼らは、この国でＳＴＳの考え方の普及に貢献したと言ってよかろう。前項
のウォルトンもこのグループと交流が深少魏、このグル１プは独自の「理論」を漸次発展させている。ＳＴＳ派の考
え方については、わが国でも紹介されており、ここでは立入らない。しかし、カナダで、適用された際に、その時期
や経済・社会的環境から、生物学的・進化論的なこの派の考え方の一定の部分が強調されたと解されるので、それら
に
つ
い
て
述
べ
て
お
く
。
カナダにおけるＱｗＬの展開と特質（上）
（釘）
モデルに移行する中‐間段階とみなしている。
￣ 
＝ 
￣ 
組織の新.１日パラダイム第３表
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
Ｑ
Ｗ
Ｌ
の
展
開
と
特
質
（
上
） 出所注（39）と同じ。
に
Ｑ
Ｗ
Ｌ
が
社
会
経
済
的
背
景
か
ら
注
目
さ
れ
て
来
る
こ
と
に
見
合
う
も
の
と
一言えよう。
Ｓ
Ｔ
Ｓ
派
の
場
合
、
経
営
組
織
は
オ
ー
プ
ン
・
シ
ス
テ
ム
と
み
な
さ
れ
、
環
境
の
変
化
に
適
応
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
に
つ
い
て
、
一
九
七
九
年
の「変化しつつある世界に適応するために」と題する論文で、トリ
ス
ト
は
、
現
今
の
環
境
が
、
諸
事
象
の
相
互
依
存
性
、
複
雑
性
と
不
確
実
性
に
（㈹）
より激変的（目【ワローの口斤）であることを改めて指摘した。そしてこの
激
変
性
を
も
た
ら
し
て
い
る
最
も
大
き
な
要
因
と
し
て
技
術
変
化
を
あ
げ
た
。
なおトリストと同じグループに属するディピス（ＰＣ巳のロロぐ厨）は、
環
境
変
化
と
し
て
、
技
術
変
化
の
ほ
か
、
教
育
水
準
の
上
昇
や
権
利
意
織
の
向
上
に
よ
る
個
人
生
活
を
自
ら
決
定
す
る
態
度
、
企
業
の
社
会
的
責
任
の
増
大
、
（側）
生
産
物
市
場
の
急
激
な
変
化
の
四
要
因
を
あ
げ
た
。
原
因
は
と
も
あ
れ
激
変
的
な
環
境
に
適
応
し
て
ゆ
か
な
け
れ
ば
組
織
は
存
続
し
得
な
い
。
存
続
の
た
め
に
は
、
組
織
が
生
物
体
の
ご
と
く
環
境
条
件
に
適
応
し
、
い
わ
ゆ
る
組
織
に
よ
る
学習がなされる必要があるが、組織の新しいパラダイムのもとでそ
れ
が
可
能
と
み
な
す
。
そ
こ
で
新
旧
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
を
提
示
す
る
（
第
三
表
）
。
一
○
の
基
準
の
う
ち
、
組
織
の
革
新
と
し
て
の
半
自
作
的
作
業
集
団
に
焦
点
を
一
.＝ 
￣ 
￣ 
|日パラダイム 新パラダイム
１．技術が至上
2．機械の延長としての人
3．消耗部品としての人
4．最大限の課業の分解，単純な狭い
技能
5．外部から統制(監督者,専門スタッ
フ，手順）
6．多階層の組織図，専制的スタイル
7．競争，策略
8．組織の目的のみ
9．疎外
10．事なかれ主義
社会・技術の最適化
機械を補完する人
発達すべき資源としての人
最適な課業の集団分け，幅広く多
技能
内からの統制(自律的サプシステ
ム）
低い組織図，参加的スタイル
協力，同僚関係
成員および社会の目的も
コミットメント
革新
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
Ｑ
ｗ
Ｌ
の
展
開
と
特
質
（
上
）
二四
お
く
場
合
、
表
の
基
準
の
一
’
五
が
こ
れ
に
対
応
す
る
で
あ
ろ
う
が
、
六
’
’
○
は
必
ず
し
も
必
要
条
件
で
は
な
か
ろ
う
。
望
ま
し
い
基
準
で
は
あ
ろ
う
が
、
以
前
に
は
明
確
に
意
識
さ
れ
て
来
な
か
っ
た
も
の
で
あ
る
。
む
し
ろ
、
こ
れ
ら
は
オ
ー
プ
ン
・
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
全
体
組
織
に
関
し
て
新
た
に
付
加
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
｜
は
、
社
会
・
技
術
シ
ス
テ
ム
の
基
本
的
基
準
で
あ
る
が
、
新
技
術
導
入
と
の
関
連
で
再
確
認
さ
れ
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。
と
こ
ろ
で
、
仕
事
か
ら
組
織
全
体
へ
中
心
課
題
の
レ
ベ
ル
が
上
向
し
た
こ
と
に
伴
い
、
従
業
員
が
組
織
の
一
員
と
し
て
、
相
互
に
協
力
し
、
組
織
の
目
的
と
そ
の
た
め
の
革
新
に
あ
た
っ
て
参
加
し
て
ゆ
く
こ
と
、
し
か
し
、
個
人
と
社
会
の
目
的
も
見
失
な
わ
れ
な
い
と
い
う
図
式
が
描
か
れ
て
い
る
。
旧
パ
ラ
ダ
イ
ム
か
ら
の
移
行
は
、
ト
ロ
ン
ト
国
際
会
議
の
論
文
で
は
、
利
害
関
係
者
が
自
発
的
に
基
本
的
考
え
方
を
受
入
れ
る
こ
と
に
よ
り
可
能
と
な
る
も
の
で
、
変
化
の
過
程
で
は
抵
抗
も
あ
る
と
見
てい（袈・利害関係者には、労働組合が含まれるが、労使関係においても、単純な対抗関係の修正は不可避となる。
新しい組織のパラダイムにおいて、環境の変化に組織がいわば生物体のように適応できるのは、第一一一・第四の基準
が示しているように、作業築団と個人が’一時点の業務遂行に関して－１余剰な能力をもち、その能力も成長してゆく
こ
と
が
核
心
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
半
自
律
的
作
業
集
団
の
属
性
で
あ
る
。
し
か
し
、
半
自
律
的
作
業
集
団
が
こ
の
よ
う
に
機
能
す
る
には、それが組織全体に設定され、これを支える上位の組織や管理が適合的・支持的であり（基準五’七）、従業員
（㈹）
の目的も追求されることから（八）、従業員の組織へのコミットメントがあり（九）、変化を受け入れる（一○）とい
う条件が必要となると考えられる。
ト
リ
ス
ト
の
新
し
い
組
織
パ
ラ
ダ
イ
ム
の
第
三
の
基
準
は
、
仕
事
は
単
な
る
生
活
の
方
便
で
は
な
く
人
間
の
発
達
に
寄
与
す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
の
発
想
に
基
づ
い
て
い
る
。
ト
リ
ス
ト
に
よ
れ
ば
、
こ
の
発
想
か
ら
組
織
内
に
お
け
る
社
会
的
関
係
は
協
力
的
で
あ
る
こ
と
、
管理のスタイルは参加的であること、職務はなすに価し、これによって個人が成長できる特性を備えるべきことが導
かれる。さらに、仕事により．ハーソナリティが形成され、労働生活の質が高ければ、それに従事する者は社会的にも
（“） 
活動的となるとみなす。これは、４項に述ぺる仕事の質の生活の質への波及仮説に立つことを意味している。
トリストは、仕事のシステムから組織、産業、社会とＳＴＳの適用範囲を拡大するが、その際常に半自律的作業集
団による仕事への直接的関わりを核心としている。従って、ＳＴＳ派の場合、一一重組織下の業務改善には、容易に同
（幅）
調せず、導入手続においても新パラダイムに適した独自の過程を構想する傾向がある。
新。ハラダイムの第八基準では、個人及び社会の目的が、組織の目的とともに実現されることになっている。また、
半自律的作業集団を設定する際、仕事の特性が集団と個人にとって好ましいものであるようにする。もしもそうであ
るとすれば、どのような人間類型が想定されているかが問題で延華・ＱＷＬでは、しばしば、仕事において自己実現
を求める「自己実現人」を明示または暗黙に想定している。さもないと仕事を改善しても従業員の反応は期待できず、
組織の有効性も高まらない。「自己実現人」をモデルとしても、現実にそれ以外の行動する者が現われることはしば
（仰）
しばあり、個人差に関する難問となった。ウオルトンは類型的把握は実践的でないとみなした。労働組ムロ運動の主流
は、自己実現を求める人間類型を否定してきた。以上を考慮した上で興味深いのは、オンタリオＱＷＬセンターの初
（網）
期のＱＷＬに関する解説である。これによると、ＱＷＬは、生活の質の一部を形成するもので、職場における人人の
経験の質を問題とするが、質を問うとき、何が望ましいか、主体の例で判断できることが前提とされていると述べ、
「意思決定人」類型というべき人間を提起した。社会的関係のもとでは、質の選択について、対話を通じ選択がなさ
れる。職場では、最初にその設計について誰により、どのような理由でなされるか、日常的運営については、どのよ
うな選択が残され、誰が決定するかが問題である。選択は、伝統的労働条件の分野でなされてきたが、仕事自体に関
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
二五
３
変
化
過
程
の
定
式
化
ＳＴＳ派の場合、二つの組織。ハラダイムを対比したが、実践的な課題として、旧パラダイムから新パラダイムへ移
行することが必要になる。旧パラダイムは、それが望ましいものでないとしても、利害関係者がおり、変化に抵抗す
る事態が起こりがちである。中間管理者や労働組合は、これまでの各国ＱＷＬプロジェクトで、このような利害関係
者としてしばしば登場してきた。そこで、ＱＷＬに関する実践的課題として、導入過程や手続について、経験の蓄積
と整理、理論化が必要となる。成功したプロジェクトの継続と普及も同様に問題となってきた。ここでは、個別プロ
ジ
ェ
ク
ト
の
導
入
に
つ
い
て
見
よ
う
。
労働組合との関係では一般に、ＱＷＬ導入過程に関して、新規に事業所を開始するに当たり、革新的作業システム
を設計し、新規に従業員を配置する新設（ぬ【の８ｍの苞）計画の場合、既設の事業所の再設計であるが労働組合がない
場合、既設事業で労働組合もある場合の順で、仕事の革新に対する抵抗が増大すると思われる。新規計画であっても、
設計段階で将来の業務担当者や関連労働組合役員の参加を求めている先進的な試みもあるように、新規計画であって
も手続は簡単ではない。他方、労働組合運動の主流が、ＱＷＬに反対ないし懐疑的な北アメリカの場合、事業所以下
のレベルの組合員が支持的であっても、労使関係上の配慮が必要となることは言うまでもない。
カナダにおけるＱｗＬの展開と特質（上）
一一一〈
しても必要となる。その際、人間の社会的、心理的必要を満たすようにすることが不可欠であるとみなされる。そこ
で「意思決定人」は「自己実現人」でもあることとなる。「意思決定人」はオンタリオＱＷＬセンターの仕事に関す
る直接民主主義の立場を表明したものと考えられる。
ＱｗＬが仕事の革新のみでなく、組織の。ハラダイム移行を明示的に課題とするようになると、組織開発（・侭：】‐
田島ｏｐｑ①ぐ①－８日の貝．。□）との関連が問題となる。ＯＤが、組織風土といった組織における集団の社会・心理的状
態とこれに関係する個人の態度等の変更のみでなく、職務の再配分、意思決定のあり方等を含めた変更を目指す計画
的な教育プログラムであり、その目指す方向としても、伝統的官僚制から有機体的組織へ向けたものであるとすれば、
ＱＷＬの導入にあたっても、準拠可能であるかも知れない。しかし、ＣＤは経営のプログラムであり、労使関係は度
（⑬） 
外視する傾向があった。トリストもＣＤの伝統的手法は役立たないと述べている。もっとも、コンサルタント、推進
者（甘口一厨８円）の利用、氷解、変容、再氷結の過程、経営者による問題設定の会合等の訓練や会合の利用など一般
（釦）
性ある方法についてみれば共通点がある。
連邦ＱＷＬ部の場合、ジョンストン等は導入手続として、導入、開始、仕事・状況の分析、設計と実施、結果の評
価の五つの段階を区別し、各段階に詳細な項目を配置している。第一一一段階で、ＳＴＳ論による職務と管理システムの
分析が行なわれる。第四の設計と実施には、仕事のみならず管理システム、人事政策と労働協約の運用等に関するも
のを含んでいる。第一一の開始段階では、労使間の合意により、プロジェクトの目的や基本的事項が協定として成文化
される。その運営を監督するため労使合同の運営委員会（の【の①『冒函８日日葺⑦の）が設けられる。次に対象職場が選定
されるが、この職場では、プロジェクト・チームが組まれる。チーム・メンバーには職場の各層からその意向を反映
できるような個人が選出される。プロジェクト・チームが職場の分析・再設計の中心となり、プロジェクト。マネー
ジャーが運営委員会と連繋を」狸。この種の委員会構成は他でも広く用いられている。
個別計画の指導肋一一一一臣を重要な業務としているオンタリオＱＷＬセンターの場合も、開所後間もなく、そのコンサル
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
二七
段階を示せば次の通りである。
第
一
段
階
Ｑ
Ｗ
Ｌ
に
つ
い
て
（
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
二八
（兜）
タントが仕事の革新に関する導入手続の概要をまとめた。これは、手続を詳細に規定する、ものでなく、指針である。
第
三
段
階
過
程
を
維
持
す
る
第
二
段
階
組
織
の
再
設
計
過程を監督する機構（運営委員会）を作る
準
拠
枠
を
設
定
し
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
開
発
す
る
資
源
（
資
金
、
時
間
、
人
）
を
割
当
て
る
い
か
に
、
ど
こ
か
ら
始
め
る
か
決
定
す
る
参加者となり得る者へ接近する
再設計のための機構（タスク・フォースなど）を設立する
現行システムを分析し変化を実現する
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
利
用
に
つ
い
て
決
定
す
る
経営者と組合への寄与は何か検討する
前進するため必要な条件を評価する
相
手
方
に
接
触
す
る
一段階ＱＷＬについての検討
変
化
を
考
慮
す
る
必
要
を
認
め
る
コミットメントを持続する
継続的評価と再設計のためのシステムを設立する
諸
支
援
シ
ス
テ
ム
を
適
合
さ
せ
る
経
営
お
よ
び
労
働組合内部の変化を支持する
労使合同運営委員会の設置と、現場の適切な代表者のチームが分析、設計に参加することは同じである。参加的な
作業システムを導入する過程はこれに対応するものであるべきだとするのは、ＳＴＳ派の職務設計の重要な原則であ
一一重組織下の業務改善を推進する人々にとっても、労使間の過程や手続が重要である。ここでは、北アメリカの労
使関係において、団体交渉制度が確立していることを前提に、そのもとで、直接参加による業務改善のプログラムを
導入しようとするものである。従って、労使間でプログラムの目的や諸条件を確定し、合同機関で監督指導すること
などのことが必要となる。なお導入されるＥＩなどの方法は、ＳＴＳ派の新・ハラダイムや半自律的作業集団に比較す
れば、他に影響するところが少なく、簡単であるから、手続的枠組の方が重要となる。
アメリカＱＷＬセンター（円げのし日圏Ｂｐｎのロ庁のＨ３ＨｓのＣ目一身・吊言Ｃ鼻旨胆口庁）所長をしていた、ミルズ
（曰の二言筐の）のＱＷＬに関する論文は、カナダでも、ＱＷＬの普及の初期に広く読まれたが、彼はＵＡＷのＥＩを念
頭においているため、ＱＷＬの概念および導入手続について、ＳＴＳ派とは異った把握をしている。彼によれば社会
的技術としてのＱＷＬには一一つの特質がある。第一は職場における人間の価値に基礎をおいていることである。内容
としては、労働者は、尊厳ある成人で意思決定能力をもち、その必要、要求、能力は尊重さるべきであるとする。第
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
二九
る亀
･由－〆
４
仕
事
に
お
け
る
生
活
の
質
の
立
場
ＳＴＳ派の人為は、作業組織とそれを支持する経営組織以外のより広い問題も取扱い、あるいは取扱おうとした。
（弱）
トリストは、前掲の論文で、ＭＥ技術をめぐる諸問題（特に意思決定の分権化、および労働の未来）、産業レベルと
地域レベルでの活動（その中に作業組織の改善が含まれる）等について述べている。これらは作業組織における原則
や経験を外延的に拡大しようとするもので、この派の「学習」の一部である。また、オープン・システムの理論であ
るから、環境と組織との相互関係は基本的課題である。第三表の組織の新パラダイムでは社会の目的も実現を図るこ
とになっている。このように作業システムに止らず社会との関連を取扱っている。しかし、社会との関連については
（訂）
「仕事の生産物は人間である」、すなわち個人の態度、能力等が仕事を通じて形成されるとする立場にある。これは、
仕事における生活の質が仕事外に波及するとする仮説（⑪旦一Ｃぐの『ごロ。岳のの一ｍ）である。ＳＴＳ派のみでなく、ＱＷ
Ｌ運動一般に、生活の質の向上には仕事が戦略的に重要とみなし、さらに明示的にまたは暗黙襖に、仕事から仕事
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
三○
二にＱＷＬは、過程に基礎をおいている。その意味するところは、組織構造が非官僚主義的、動態的で漸次成長する
ものであることである。以上の一一つの点はウォルトンやＳＴＳ派とかなりに共通するが、第二を具体化する組織が各
（別）
レベルの業務に関する問題解決チームであるとみなしているところにこの人の特徴がある。ミルズは、ＱＷＬの導入
と運用について指針を示しているが、それによると、労使トップがＱＷＬに打ち込んでいること、業務上の問題解決
のためのインフォーマルな委員会が各レベルに作られること、これらが団体交渉と明白に切り離されていること、問
（弱）
題解決について訓練がなされるべきこと等が掲げられている。
外への波及を想定することが少なくない。この想定は、十分実証されていない。しかし、この論理は同時に全く見当
外れとも言えない。カナダの場合、前掲の意識調査においても、労働倫理は失なわれておらず、仕事が生活の中心と
しての位置を占めているから、仕事における生活の質の改善の政策的意義は失なわれないと言ってよいであろう。し
かし、仕事における生活の質の改善が、仕事以外の生活にも好影響を及ぼすという期待は、仕事が生活の中心的関心
事であることとは相対的に独自な事柄であろう。
仕事と仕事以外（特にレジャー）との関係については、波及仮説と、対立する補償仮説（８日己自の菖目ごロ・岳の
（認）
の厨）がある。また、仕事と仕事以外の生活の満足は相互に関係がないとみる分離仮説（のｍｍｇの員目・口ご巳・号の⑩」⑩）
（弱）
の考え方もある。補償仮説においては、仕事における生活の質に不満をもつ労働者が、仕事以外で代償として充実し
た生活を求めると考える。これらの仮説を統合する試みもあるが未だ説得的とは言えないように思われる。仕事にお
ける生活の質としてＱＷＬを理解するケベック州等における立場は、仕事と仕事以外の生活の影響、とくに後者から
前者への影響を認めていると考えられる。
ところで、仕事の革新は、業務に関する変更に限られ、個別経営にとっては、仕事以外の生活は、それが生産性に
反映すると明確に意識されない限り、差当り関心外である。しかし、実践的には、仕事に関し自己実現や意思決定を
好まない個人が存在する場合ｌ仕事が生活の中心事でないか、仕事以外の条件がこの者の行動に反映してぃるかの
場合ｌの対応が問題でありうることは既に述べた．霞た、仕事と仕事以外の生活が影響し合うところが大きいとす
れば、経営が対応策をとることが考えられる。例えば、注閉のシンポジウムのまとめにみえる保育、レクリエーショ
ン、生活関連のカウンセリングに対する経営による費用負担が可能な例である。公共政策は、仕事以外の生活領域の
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
一一一一
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
一一一一一
改善も課題としていると考えられる。しかし、オンタリオＱＷＬセンターの場合は、波及仮説に立って、仕事の改善
（印）
が、仕事外の生活の質⑪も改善するとの立場に立ち、仕事における生活の質の論理とは対照をなしている。（未完）
止後も同様である。
（、）。■冨旦ＣＤＥ巴】ご
（ｕ）畠四口⑩ぐ四．函２日
（、）Ｃご『ト譽討ご国白・く。
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（９）連邦労働省は、ＱＷＬプ画グラム以前から匿尋◎門戸旨由８漁の島の『弓を労使関係行政の指導理念としてきたし、プログラム廃
（７）⑫臥昌『②⑩．。、・・鐸
注（３）出口■⑪ぐ四目因の旨巨目》題画『ぐの望宍Ｃ－Ｃ且口望四口□缶口ロシ同曰印可○．額量ｐ巨凹』】ごＣ【ご『。『【一．胸Ｆ罵魚少勺日、昌砲目冒弓圖皀⑪】屋。Ｐ弓
宍ＣｌＣこほ逼凹ロユ国のご色目の色の。》。、．、蕊．
（４）厚一目員】富．、１日く四四・占目］：園昼・ロ・【言。鳥］】【の】口、自己輿宅８輿⑩⑰ｍ・勺閂のロの・牙のの四目勺８，℃の、厨ご舌ミミヘミ
。Ｒ袋、色迂・詮ａｐｇｐご冒置、ぐ○一・】》こぎ．
（５）】：口昌の三目の①一一の未公刊論文による。以下マンセルによる部分は同じ。
（６）］、８巳のご目の①］］の（“一・・Ｌ》旦菖圏貫）具」§８ミミョミ尋』。§妬覺⑯貴い曾○員§。（弓・『・ロ［・聰閃の⑪の胃○ヶ因Ｈ：ｎ戸
○頁凹昌○三首】印可足Ｃ｛Ｐ、ワ。ｐ『・】や『函）．
（１）屡司ぐの】丙Ｃ－Ｃｇ目：ロ四目のぐ自国⑦ご巨日の。②。》『鳶Ｃ§鳶百「ミミ電曽困ト群§旦暮⑮ござい（Ｚ：『・号勺日の頭の『．】⑨ｇ）》
□画く昼〕のロ面目の。◎『「トー、ミヰ輔ミ臼〉甸試鳥口菖凰□弓圃凰ご誌吻（弓Ｃ【◎貝ＱＣｐＢユＣＣＥ四一戸ｑＣｍどく。Ｈ嵐口函口埼の、の具吋⑪】巴田）．
（２）ＦＣ巳、同．ｏゆく一の．シ］すの耳切．ｇの目の⑪の【四」・巴の．．『鳶Ｃ揖負ごミミミ戴穏ト蔦ご・』・惇・鱒（ｚの軍『『。『庁弓彦①同月の勺月の⑩》
］⑩『、）。
。■冨旦ＣＤＥ巴】ごＣ帛乏Ｃ鳥白由ロ（の、のロ言『のマヨ盲●シ諒愚．、ごｎ】、宙巳筋色色一畳Ｐ患い）》己．、，
畠四口⑩ぐ、。固のごロ日》食シ田。】貝Ｃ【ご厨員》こく頁ご苫貝迫、Ｃａ君＆ご『ご宛８時ご》シ巨胸・巳震・
◎ご『ト．、ご国白・く○一・画房⑰戸のＰ簿冨凹月与』①、の．
（肥）題目。］１国・ゴー一ｍ○頁目『○尹国己冒ロロ⑩［１，－ＣのＢｏｎ『胃邑》旨のの。侭の句・印四口』の厨目の」・》出目賃冒困さ目、育君恥蒼困尋貝貢－１－１
記Ｑ目蒼賄：ミ》③。冨島ごミミミ悉蒼、ト鳶・岳のＦ§・日の囚圃①【［の⑫□の：］図旨目（。§一薗率Ｆ：・日、§且四・ｓ畠）・
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尹国叩□の已画『［日①貝Ｃ［冨口口已ｓこの局■ロロ閂目目貫『四二○Ｆこ『⑪）・
（、）宛○】Ｆ回国円碩のごＲｎ、曰四二】四回⑰山ご旦呂のご『。Ｈ氏同［富のどのロロロの厨。ｐの曰‐》。、．、津・
（躯）の①日、の⑫回曰已の昂ＣＰ民同巳菖日①ロ［○口岳①】○宮宅○⑰の】このの○四一。Ｈ一日ロ。⑫の】この□８四目》弓、田口旦曾ｍｏｐの』・・。ご・⑤緯・
（”）向ユ、自国里〕量し」、ロ〔旨い８ｍＣ可四コ、旨晩二二○二Ｂご叩餌曰已ｑｍｏｐ⑪□．。。》・○麓・
（型）その代表的叙述のひとつはケベック州が一九七八年に発表した白書で、教育水準の上昇によって、若者が責任と意思決定
を分担する、興味あり能力の活用できる仕事を欲する一般的傾向があるとしている。員弓すの○口のす：三冨芹の勺：ｑ○コ
、巳Ｅ『⑰四目Ｃ目冒『Ｃ帛言Ｃ烏旨ｍｐｍの．ごＤＣ邑目且．》。ご・葛・教育水準の上昇から仕事の改善を要するとする考え方は、カナ
ダでも他の先進国における同様、しばしば主張されてきた。
（Ⅳ）昌囚ｑｓの：Ｐのの：□宛：】且国Ｚ・尻目百噸・の烏・》冒目侭豊、ミミョ・悪口員幻）§薯ミト鳶（ｚの詞『閂・『門でＨ：、§
（巧）四回ロのぐ四口国⑪冒戸ヨマＣ・・○弾
（塒）．ＱＷＬに見合う用語を、百
（巴）ご「①の［の目勺Ｈ○二巨只】ぐ一〔］の８臣ロ》⑫、弓○○一○【国巨の旨のの、少。Ｂ】己の【国【ＳＰ弓戸のご日ぐの円の》ごＣ開こ『⑦⑪［の局回Ｃ回国二○】（ミミ薯貝ご諸ロヘ
ロ
ミ
§
こ
く
も
さ
§
島
ご
ｓ
ｏ
§
：
酌
ご
霞
‐
患
・
（ｕ）叩の品のＦ日の目》ｇＣｇ房］。届三○円丙冒、Ｅ［の》少囚巨①□『旨【ず『Ｃけ山口、の雪冨】ロ罰の］ロロ一旦ＤＣユＣＰ１且貝茸冒賄さ②○首費困冒困
弓。ヌミーーｊ聖記、貝、：Ｃ黛具ごミミミ琴蒼困ト幕（○５３眼Ｐｇ・日ｎ回目；』③巴）．
ｂものである。
』②⑭←）ロ□・唖。
ＱＷＬに見合う用語を、一ｍ目画一厳：』回ご】の自画回ぐ巴一としており、トータルな生活が職場に入り込んでいるととらえる
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ナ
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一
一
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一
￣ 
（鍵）例えば、論文やセミナーなどでＱＷＬの推進に活動している、トロント大学のコロドーーーは、カナダのＱＷＬの概要を紹
介して次の題名の論文を書いた。国四『ぐの］田・【ｏ］。□ｇ》言Ｃ：旦厨己同閃□の１のロ８旨盲目『島くのシロロ８８⑦印８田ぬげ
ＤＣ目目】§の日ミ・『寿砕⑪（のロ］．ごロの。・ご爵．また、トロント国際シンポジウムでのデイピスの報告も組織へのコミットメント
ないしハイ・コミットメントの重要性が認識されるようになったとしている。ＦＣ巳⑩口凹く】⑪》倉Ｆの日日口、芽・日冒の□①の】ｍｐ
Ｃｍｚ①二ＣＨｍ凹己目逹Ｃｐｍ口早．【。］Ｃロロ罠四口□団の冒巨目のユの．》Ｃ、。○詮・
（躯）注鍋とほとんど同内容の下記論文の表題や雇用保障に関する説明も利用した。四の冨己向・言画一［・Ｐ量目・夛国己：の：（の巴
。［国員［旨、因目□一旦の①ＤＣヨョ】｛日の員切回のＢＣｐ勺Ｃ】｛。｝の⑪。、冒巨目、冒軍圏冒四、冨且向・尋四一ｓ口四目田目｝閃・Ｐ：『『の。、の
巴②．ご輯記ミーー目〉雨菖島ロョミロ冒曇§沁爲②（国Ｃｍ８■、崖回『ぐ囚己ｍＰｍ】ロの⑩叩⑫◎す○○］勺Ｈ＄の．己器）・
（錨）丙】ｎｇａ向・乏凹－８口》買乏Ｃ鼻宮口・『且。ｐ百ｓのご己（のＱｍ２の⑩．ごｍ｛ミごロミ切爵蒼飼閏門§§．］Ｅ｜］‐少巨、戸⑪【］垣『ぬ職場の文
〆~、グー、グー、／￣、〆■、
３３３２３１３０２９ 
，面〆竜＝〆、－〆、－〆、＝’
寵崖鳶 カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
三
四
（躯）の旨】ぐ；８．畳・・宛。］Ｐ四国日、の》屡冨鼻ご頤尋・『弄冨・『の四口目：．ご降且の円の。Ｐ巴・・８．２．
（配）Ｆ：。日、：且酔冒き§§こめ§醤ミミミ○愚忌司§且、さ§凰貰ごきざ§ご§③ミ・員已・
（〃）罰呂］・少冒目的・冨閂且巨叩〔己凹一門の一四は：、：』ｓの同８口◎日局Ｃ己⑪】ⅥＣ血目：富◎ぐ、⑩８君凹己同■『目のへ》日出日ぐの竜］こ『】⑫》
富山鳥目・日ごｍ目自」冒す日ロ目一の｝ぬ且の．．§§葛菖句ヘミご薯②臂・ｃＱ８鳥貝向８薯・蒼骨（罫§闇（冨凶＆ｇご白目口の〔旨】
丙の一目】。ｐの”の：閏の豈少印⑰月冒［『。Ｐ】垣⑪⑰）・
（配）祠３月：尻巨目：自己ｇｏ８さ昏冒、：且四叩宛の可。⑪□の、［目□祠８⑪ｂのＲ》ご旨乏，ｎ国街四目の一一巴・・（冒目鳥目トＳｃミ
詞⑩盲（ご養い（弓。３頁。ＨＣＢ員。己昌ぐ図の一［］勺厨⑫・乞⑪①）．
】や函、。 ご『．、『四一ｍ宛昼□⑥一］ご《・ｎ回ロ■ロ旨ロ旧四ケ。ｐＨ幻の一員】。□の恥シヨ○ぐの同ぐ】の三．ご旨宛】ユロの一一ｍ二．己。Ｃ・○麓・
］◎ゴロの〔○口・の［臼］・色・渭、詮。
国ロゲ、己同・二二ｍ一〔。目貫『８ＢＯＣ口［８一斤ＣＣＣ日日】【日①具ご号の三．ｎ片□旨、、弓、｛ロミロ式且國魯的冒⑮閏勾§蔚豊・冨蝕『Ｃゴーンロユ一
シ』、目⑪】ｐｐｑ二・
（調）向風ｎ円『一ｍ【．『意向ご◎貫冒＆の。§‐（§菖§（の》蔦冒のｌＬｎ・毬§冒旦勾目§ご・『論§＆§胃赴冒記§・§、『ご由ミヨ
（目。８日ｇｏロ［日】ＣＣｇ－】ごａ三．『宍旨、巨薇Ｏのロ［『の．』畠】）・
（蛆）同１，『１ｍ（一三少：貝冒、８回Ｃ冨己、旨、言。『戸弓冒の。⑩凹口：日○口巴・》｛訂亘冨ミミロ⑤言自首旦昌ご§」（『○『：〔。》三ｍ。●Ｈのミー
因筥Ｉ宛旨『の。。．』召や）．なお、激変性についての考察はデイピスによると、六○年代半ばから七○年代初めにすでにトリスト
等が論じている。Ｆ・巳⑩□画く】の》倉Ｆの四『已曰碩牙・己［ロのロの四ｍロ。｛Ｚ①乏○伺目旨昌ｏｐｍ壹冨【・』・ロ具四目国の旨ＥＰ８の。》。、。＆・
（虹）Ｆ◎巳⑪岡・ロロぐ】の】《向く。］く旨頗シ］［①『ロ呉曰くの。、由色巳圏二○口巳口の②】頃ロ⑪一目汀の一『のｏｎ－ＣＩ〔のＯごロ】８－ｍｍの①⑰。》》堕鍾言目拘因（貝ご島。
化（三・鳥２－冒忌）は、労働者の態度、行動の型などの統合されたものである。彼にあっては、組織の目的と個人の目的の
実現という目標とする結果と、職務設計等の技法をつなぐ位腫を占める。
（師）ウオルトンのＱｗＬに関する考え方の発展は次の論文で扱われている。中野千秋「ＱＷＬ概念の本質に関する考察１－戸
閃・冨唖－８コのＱｗＬ論を中心として」『大原社会問題研究所資料月報』一一一一六号、一九八五年三月。
（調）日麗弘一郎「社会－技術システム・アプローチと新しい組織」二村敏子編履織の中の人間行動ｌ組織行動論のすす
め』現代経営学⑤（有斐閣、一九八一一年）所収。近藤隆雄「ソシオ・テクニカルシステム論」『杏林社会科学研究』第一巻
第一号・赤岡功「作業組織の再繍成－１職務充実・賀任ある自律的作業築団を中心としてｌ」「社会・技術システム論の
発展と作業組織の再編成」降旗武彦、赤岡功編著『企業組織と環境適合ｌコンテインジェンシィ・セオリー』（同文館、
グー、伊￣、－，
４６４５“ 
～夕、－〆ミーグ
（妃）向且。『同一⑭［・倉Ｃ君Ｆｍ且冒の】＠ｍ房へ》宍。｝。。巳：二画⑦旨巨【ロ日②．》◎已・Ｂ（・
（“）仕事そのものの特性が好ましいものであるときコミットメントがもたらされるともしている。両１，『己⑰〔・農弓冒Ｃｇｌ－Ｑ
Ｃ鳥ヨミ。『【旨ｍＦ－【の②ロユ○汽碩回曰旨画臣○口、一国目ロ『◎ぐのョのロ〆ご己。ユ。ｐ・の己。》○℃。、曇。
因筥Ｉ宛冒①『の○コマ・召一
等が論じている。Ｆ
（似）Ｆ◎巳⑪岡・Ｃｍａの》
ぐ○一，⑪ＣＺｐ四・己。．
一九七八年）所収。
特にオンタリオＱｗＬセンターの見解
関根政美「現代組織論の動向と人間仮説の変遷」『法学研究』第五三巻第九号
カナダにおけるＱＷＬの展開と特質（上）
等匙．
＝ 
一一
五
（釦）少ｐＣＰ。←（弓苣の冨の山口旨、。吊島のＣ巨画一一ｑＣ局ご『。『蚕己、Ｆ】｛の》ごｐ、．ｎ熱’
カナダにおけるＱｗＬの展開と特質（上）
一一一一〈
（卿）四、冨己向・冨凹－８貝晨三．鳥閂ｐｐＣぐ四二。□⑪旨冒のご・⑰・３
（蛆）少ｐＣｐ・》員曰豈の三の：旨い貝昏のＣｇ－ごＣ［尋ｏ『丙冒にロ｛①へ．◎ミト幻）・虜ぐ。］・】爾巨の」・】⑪ｇ・
（卿）同１，弓『蔦目意向ご・ヘミご菖旦切・３１愚＆蔑目』⑭鳶：》ロ・色・
（釦）ＯＤの手法については、例えば若林満「組織開発とキャリア開発」二村敏子編、前掲癖所収参照。
（、）ｎ日弓・］◎目⑫［○Ｆの目一・巴⑫．．§・＆・
（鑓）］四日巳の三目の①一一ｍ目『Ｃ目冗目宣Ｐｇ§国愚◎碕目厨貝§魚暮③。（《具管ミヨ・島言、ト鴬、３息闇（『・『・ロ［・坤○員目Ｃ
Ｄ５房］。｛二・円嵐困口汀、のロ月、一℃田）．シｐＣＰ》買い国耳冒、巨己、用巴①⑩一，二勺『＆のＲ》ごＣミト」ざら房・ぐ・】・】』⑪印巨の⑭．』⑪巴・
（岡）ご肝月旦の『ロ⑭》屋弓夛①勺『日且つ］の⑳。届ＣＱ。（の：日日』Ｃ①ｍ－ｍＰ：国技言§宛：§：ぐ。Ｆ圏・ｚＣ・Ｐ】召②．
（別）日日旨一一の》富Ｃ目］】ごｃ〔三．鳥口帛ロンロ①日：。勺【のｍのロ［□目碩９．６ｏａＣｐ８．．８．２．
（弱）『巳昌】二ｍ》言言冨【】②Ｃ５－】［］。【言Ｃ『宣口碩巨符や号（○冒乏聾伊：。Ｐ『、§且画・巳②】）・
（弱）両旦ｏ『１ｍ【．『意向ミミｓ曽具の。（８，へ⑯ｓ葛日一色一興§切ら□。ｇ～巴・
（師）で。Ｃ・餌の『すの［・自国の句『＆色Ｒｏｍ三・『Ｅ⑩勺の。□」⑪９口画く一：且ｇのＢ：ロの・・８．昼．
（銘）。『昏画ヨト・叩区ロの⑪・三ｍ亘］｝Ｃ『の『『の厨巨②ＤＣョ己のロ悶回Ｃ目少冗のく】のぎｏｍＳのロ［の『回【貝の。曰冒の宛の一：。ｐ晋ゼロ①旨の自
急。Ｈ弄口且ｚＣｐｇ・鼻毫弓起置冒目巧Ｑ昏昏：．ごＣｌ・笛・Ｚ◎・画・」①ｇ・
（”）シ己８．．占勲のＣ曰くの三目紺の日の貝。〔弓。鳥回且祠の易Ｃ息一口げすロ－－８は○口⑫、且⑫己の２－画［】○口の画：Ｆの①四目【：目碗Ｐ
巳⑪．》８．昼．
